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問題と目的

大学全入時代に入り学習者の多様化が進むな
か，心理・社会・経済的な理由により大学生が中
途退学（中退）を余儀なくされるケースが増え続
けている。大学生はなぜ，どのような理由で中退
の道を選ぶのか。本研究では，大学中退のメカニ
ズムを予防科学の観点から検討する。具体的には，
Tinto（1974）における学生と大学環境の統合（学
生・環境統合）モデルを参考に中退意図に関する
リスク要因（risk facotor）と予防要因（preventive 
factor）を検討し，リスク軽減と予防促進につな
げる対人援助のあり方を考察する 1。

大学生の中途退学
日本の 18歳人口と大学入学者数は 1990年代前

半に 200万人を超えピークに達したが，その後減
少に転じ，このまま進むと 10年後には，約 88万
人まで減少することが予測されている（文部科学
省，2020）。そして大学入試においては，入学定
員数と入学者数がほぼイコールである「大学全入
時代」に突入し，数字の上では，競争なき時代と
なっている。

2022年度の大学進学率は過去最高の 56.6 ％と
なっており，大学は大衆化し多様な能力や適性を

1 本稿は 2023 年度法政大学キャリアデザイン学研究科に提出された修士論文 葛本幸枝『大学生の離学に関するリスク・予
防要因の検討：X 大学学修サービス支援の質向上のために』（指導教員：安田節之）をもとに執筆されたものである。

有する学生を迎え入れることになっている。
一方，2022年度の文部科学省の調べによると，

全国の国公私立大と大学院，短大，高等専門学
校を中退した学生は 63,098名で，これは全学生
の 2.09％となっていた（『日本経済新聞』，2023
年 6月 24日）。退学理由は「転学など」が 17.8%
と最も多かったものの，それ以外の理由として，

「学生生活不適応・修学意欲低下」(16.8%) および
「経済的困窮」(13.1%) が挙げられていた。つまり
退学理由の約 3割が，入学時には意図しなかった
不適応や意欲低下そして経済的に困難な状況と
いった否定的なものであった。さらに休学者は
67,864名となっており，中退者の数とほぼ拮抗し
ていた。休学の理由については「心神耗弱・疾患」

（13.1%）が最多であったと報告されている（日
本経済新聞，2023年 6月 24日）。

コロナ禍であった 2021年度に遡ってみると，
合計 57,875名の中退者の退学理由は「転学など」

（16.3%）に次いで，「学生生活不適応・修学意欲
低下」（15.7%），「就職・起業等」（14.3%），「経
済的困窮」（13.5%）が上位を占めていた。ここ
で中退者のうちコロナを理由とした者（N=2,738）
の内訳をみると「学生生活不適応・修学意欲低下」
が26.2%と最も多く，次いで「経済的困窮」（20.6%）
となっていた（学生の修学状況（中退者）等に関
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する調査（令和３年度末時点：文部科学省））。
中退後の進路や生活の状況についても報告され

ている。厚生労働省の調査によると，中退者は卒
業者に比べて就職や進路決定に長期間を要し（労
働政策研究・研修機構，2015），加えて，非正規
雇用になるリスクが高いことも明らかになってい
る（日本経済新聞，2016年 7月 8日）。さらに日
本中退予防研究所（2010）によると，中退者の
うち 11.7% は無職になる可能性があり（労働政
策研究・研究機構，2015），ゆくゆくは生活保護
の受給対象にならざるを得ず，その額は一人当た
り年間 150万円以上と推計されている。地域若者
サポートステーションの調査においても，就活で
の失敗体験など，大学中退者には特に心理面の課
題もあり，メンタル不調者の増加も懸念されてい
る。

このような状況をみると，中退問題は，個々人
の学び方や生き方に関する個人差として帰着させ
られるべきものではなく，むしろ社会構造的な問
題として，中退を予防するための取り組みと合わ
せて議論される必要がある（日本中退予防研究所，
2010）。それでは，なぜ大学生は中退を選ぶのか，
その意思決定や行動メカニズムはどのようなもの
なのか。

中退理論の発展背景
大学中退に関する研究は，Durkheim（1951）

の自殺理論に依拠する形で 1960年代から行われ
てきた。自殺は個人が社会に統合されていない時
に起こりやすいように，中退も大学生が大学とい
う社会に統合されていない時に起こる確率が高い
という発想に基づくものである（Spady，1971；
Tinto，1975）。

中退理論研究はこれまで主に米国を中心に進め
られてきた（参考：白鳥，2020）。1960年代の研
究では学生の属性や個々のリスクと中退などに基
づく心理学的アプローチが中心であり，その後，
1970年代になると，学生の性格や学びの特性（例：
気質，関心，態度，スキル）と多様な大学環境（例：
学科，教員，管理者，同級生）との相互作用に着

目した社会学的中退プロセスモデル（Sociological 
model of the dropout process: Spady, 1971）な
どが提案され研究が進められてきた。その後，両
者の相互作用を発展的に応用させた学習者と大
学環境との統合モデル（Institutional departure 
model ‒ Student integration model: Tinto, 
1975）が開発された。1980年代に入ると，組織
における離職という観点（Bean，1982）や教
員・学生間の正課・正課外の活動を中退のメカニ
ズムに組み込んだ中退理論（Pascarella，1983）
などが考案された。1990年代に入ると Cabrera 
が、Student Retention Integrated Model で，
Tinto の学生統合モデルと，Bean の学生離脱モ
デルを統合し，最終構造モデルを完成させている

（Cabrera，1993）。
一方，日本では，1980年代にアメリカの中退

研究をレビューしながら，日本における退学モ
デルの開発が進められ（丸山，1984），退学を説
明する 3つのモデル（教育達成，カレッジ・イン
パクト，チャータリング）が提案された（白鳥，
2020）。

中途退学に至るプロセス
Tinto（1975）は，大学中退のプロセスは，大

学生と大学の学術・社会的システムとの間の縦
断的な相互作用および両者の統合の程度によっ
て説明することが可能であるとし，これを学生

（student）と大学環境の統合（integration）に
よるモデル，即ち，学生・環境統合モデルとした。

学生たちは，さまざまな属性や個人特性（例：
性別，人種，能力），入学前の経験（例：評定平均値，
学問的・社会的達成度），家庭環境（例：社会的
地位や家庭の価値観）を背景に入学するため，そ
れらが個々人の大学生活における期待や目標達成
の度合いに影響を及ぼすことになる。学習者の背
景と大学環境の統合が成功すれば卒業という目標
が達成され，逆に，両者の統合が叶わなければ中
退に至る。これが学生・環境統合モデルが捉える
中退プロセスである（Tinto, 1975）。

学生・環境統合モデルでは，中退予防には大学
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を卒業するという目標へのコミットメントが最も
影響力があるとされている。具体的には，大学に
おける学習計画，教育プログラムや将来のキャリ
アへの期待といったコミットメントのレベルが高
ければ高いほど，大学に留まる可能性も高くなる

（Tinto, 1975）。また，たとえ学業成績が振るわ
なかったとしても，退学を余儀なくされるまでは
頑張る，あるいは他の教育機関へ編入してでも大
学卒業を目指すことにもなり得る。

逆に，卒業目標へのコミットメントが低ければ
低いほど，大学中退という帰結に至ってしまう。
より具体的には，友人関係や教員とのかかわりな
ど，大学生活における人間関係や，個人と大学の
持つ校風・価値観との一致が不十分であると，学
びの意欲やコミットメントが低下し，その結果，
退学して別の生活を送ろうという選択肢が生ま
れることになるのである。一時的な経済合理性に
基づき退学という選択をし，社会人としての生活
を優先させ，人生における限られた時間やエネル
ギーを自己投資として別のかたちで活用する，と
いう考え方も中退に至るプロセスになり得るとさ
れている（Tinto, 1975）。

日本中退予防研究所（2010）では，日本の大
学生が中退に至るプロセスとして，大学における
就学意図が見出せない，目標が達成できないとい
う状況があるとし，そもそも入学志望時に情報が
不足していることが問題視されている。具体的に
は「入学前に思っていたものと違う」「期待通り
であったが思いのほか自分がついていけない，馴
染めない」など，入学前と入学後の情報ギャップ
について振り返る中退者からの発言が多かったと
されている（日本中退予防研究所，2010）。これ
は不本意な入学をしてしまったという後悔の気持
ちの表れでもある。

以上，Tinto（1975）の学生・環境統合モデル
を中心に大学中退のプロセスについて検討してき
た。より良い大学生活を送るためには学業面と大
学環境との適合（fit）そして統合（integration）
が重要であり（例：Tinto, 1975），逆に，そのよ
うな適合・統合が実現しない場合，学ぶ意欲が喪

失し，大学生活の継続が困難な状況に陥ってしま
う。学生・環境統合モデルに基づき実証分析を行
い，中退予防に向けた介入・援助プログラムの開
発につなげるためには，中退のリスクと予防に関
する研究が必要である。そのためには，大学生の
中退に関するリスク要因（risk factor）と予防要
因（preventive factor）についての複合的なモデ
ルの構築が有効となる。

本研究では，予防科学（prevention science）
における研究蓄積（例：Price, Cowen, Lorion, 
& Ramos-MaKay, 1988; Institute of Medicine, 
1994; Reiss & Price, 1996; Coie et al., 1993; 
Weissberg, Kumpfer, & Seligman, 2003）に
基 づ く リ ス ク・ 保 護 要 因 モ デ ル（risk and 
protective factor model）の枠組み（例：Coie 
et al，1993；Hawkins，1992）を援用し（参考：
安田，2006），中途退学に関する検討を行う。具
体的には，学生・環境統合モデル（Tinto, 1974）
に基づく大学生の中退意図に関するリスク要因と
予防要因に関する調査データの収集・分析を行う。

リスク要因（Risk Factor）
学習者と大学環境との統合が実り多い大学生活

を送る鍵であるとしたのが学生・環境統合モデル
（Tinto, 1975）であり，逆に，両者の統合がなさ
れない状態が続くと中退につながってしまう。大
学生が卒業目標へ向けて歩んでいくにあたり，個
人の学業成績（学業不振）や大学生活全般におけ
る不安要因は，少なくとも間接的には，不適応に
つながると考えられる。実際，藤井（1998）は，
大学生の日常生活における不安水準が詳細に分析
できれば，不適応を起こしている学習者を早期に
発見できるようになるばかりでなく，大学不適応
を起こすのを未然に防ぐことも可能になるとし，

「日常生活不安」「評価不安」「大学不適応」の重
要性を指摘した。

また Tinto（1975）は，中退と個人特性との関
連について，大学入学前の経験がその後の大学で
の学びに多大な影響を及ぼし，その最たるものが
高校時代の成績であるとした。学校という教育環
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境への適応においては，大学の入学試験のような
標準化された試験の結果よりも，高校の成績で示
される能力の方が，中退との関連性が高いと考え
られている。

また教育環境への適応能力を示す成績以外の指
標として，不登校傾向が挙げられる。大学生の不
登校傾向については，個人のメンタルヘルス，適
応レベル，対人関係などの心理的特性との関連性
が示されている（堀井，2013）。本研究では，大
学入学前の経験として高校欠席頻度をリスク要因
と仮定し，中退意図との関連を検討する。さらに，
前述のとおり，入学前に想像していた大学のレベ
ルや大学生活とのギャップを表す，大学への不本
意入学もリスク要因として分析を行う。

予防要因（Preventive Factor）
学生・環境統合モデル（Tinto, 1975）では，

就学意図の不明瞭さが就学意欲の低下や大学不適
応につながり，これらを予防することが特に初年
次学生における中退の予防要因となり得るとされ
ている。中村・松田（2015，2014，2013）は，
大学生活に関するネガティブな諸要因（例：就学
意欲の低さ）は，直接的ではなく，大学への帰属
意識を媒介して大学生活の満足度の低下を招き，
その結果，大学不適応傾向を高めるとしている。
大学への帰属意識は授業への出席率と GPA にも
影響を与え，留年や退学を予測する要因であるこ
とも示している。

大学への帰属意識は多元的な概念として定義さ
れるが，中村・松田・薊（2016）によると，大
学生は自らを受け入れてくれる居心地の良い場と
して大学に親しみや好意を持ち [ 愛着 ]，自己概
念や自己評価の準拠枠として大学を自己の環境内
に位置づけ [ 同一視・内在化 ]，世間一般から大
学に向けられる評価に基づいて自尊心を維持・高
揚させ [ ブランド ]，家族や親戚からの支持や期
待に対する責務として大学への在籍を維持する
[ 規範・世間体 ] という 4 つの側面において大学
と結びついているとし，これらを帰属意識として
概念化した。さらに中村・松田・薊（2016）では，

学生が誇りをもって自らを成長へと向かわせる，
動機づけ要因としての大学の存在に着目し，その
ための環境整備を図っていく必要があるとしてい
る。

また中退の原因のひとつとされる目標の未達
成やそれにともなう大学生活不安は大きなストレ
スになり得ることから，そのストレスを乗り越え
る力の獲得と強化による中退への予防効果が期待
できる。そこで，ストレスに対するレジリエンス

（resilience）が予防要因になる可能性が高い。レ
ジリエンスは，適応がとても困難だと思われるよ
うな状況や文脈，即ち逆境において，人が順応し
ていくプロセス（例：Masten, 2001）と定義さ
れ多方面において研究が進められている。

日本のコンテクストにおける研究において，個
人の資質的な性質の強い要因（楽観性、統御力・
行動力、社交性）と獲得的な性質の強い要因（問
題解決志向、自己理解・他者心理の理解）を分け
て検討した結果，両者はひとつの因子のなかに混
在するため明白に区別はできないため，資質的要
因の個人差を踏まえた介入が必要であるとされた

（平野，2012）。ここで大学における支援を考え
るにあたっては，自分の気持ちや考えを把握する
ことによってストレス状況を改善したいという明
確な意志をもち，自己と他者の双方の心理に対す
る理解を深めながら，その理解を解決につなげ立
ち直っていく力（平野，2010）という獲得的レ
ジリエンスに着目することが有効であるため，レ
ジリエンスにおける問題解決志向と自己理解を大
学中退における予防要因として検討する。

さらに日本中退予防研究所（2010）では，学
生支援や大学サービスの課題が中退の背景にあ
り，とりわけ支援が必要な学生に対して適切な相
談相手がいないという問題があることが指摘され
ている。具体的には「思い当たる窓口が無かった」

「話しに行ったが役に立たなかった」など，学生
支援やサービスが期待に応えられていない実態が
あることが報告されている（日本中退予防研究所，
2010）。

中退行動に関する先行研究によると，フォー
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マル（公式）あるいはより専門的な大学からの個
別支援というよりも，むしろ課外活動や友人・教
職員とのインフォーマル（非公式）な関係性や社
会的相互作用，即ち，気軽な話し相手や相談相手
の存在が大学生活に肯定的な影響を与えるとされ
ている（Tinto, 1975）。そして，そのようなイン
フォーマルながらも日常の学びや大学生活に根づ
いた人間関係や場の存在が，社会的にも学問的に
も前向きになれる機会を学生に与え，その結果，
学生の大学に対するコミットメントが高まると同
時に，大学中退の確率が低下することが明らかに
なっている（Tinto，1975）。

以上の点に鑑みると，信頼できる他者との関わ
りが中退予防要因になり得ると考えられ，具体的
には，ソーシャルサポート（社会的支援）がその
要因になると考えられる。

予防的介入
中退に関するリスク・予防要因を検討してきた

が、これら 2つの要因を同時に分析することが重
要なのは，分析結果に基づくエビデンスの検証を
踏まえ，中退リスクの低減と予防策の強化を合わ
せて中退予防プログラムの設計に組み込むことが
出来るためである。このような枠組みは，古くは
予防研究（prevention research），そしてその後，
予防科学（prevention science）として発展を遂
げてきた（参考：安田，2006）。

予防研究は公衆衛生学において 20世紀初頭か
ら始まったとされ（Spaulding & Balch，1983)，
その後，米国の社会科学の分野で発展を遂げて
きた ( 例：Weissberg, Kumpfer, & Seligman，
2003)。なかでも 1990年代にメンタルヘルス領域
における予防研究が活発になり，予防のスペクト
ル概念化（IOM，1994）や予防的介入サイクル
の考案 (Munoz, Mrazek, & Haggerty，1996) な
どが行われた。

具体的に，この予防的介入サイクルの予防の

2 ここで離学とは，前向きな進路変更であっても入学前から辞めようと思っている人は数少ない，あるいはもし仮にいたとしても，
それは当該大学で学ぶ意義や目的を見出せなかったと判断されるため，すべての中退は不本意であるという考え方に基づい
たものである（参考：日本中退予防研究所，2010）。

段階とは，まだ間題や障害が存在しない母集団に
対し問題の発生を防ぐことを目的とした一次予
防（primary prevention)；問題が存在しうる母
集団を早期発見し、発生の確率を下げるためそ
の集団に対して介入を行う二次予防（secondary 
prevention)；そして問題や障害がすでに存在す
る集団に対して症状を軽減、およびさらなる悪
化を防ぐことを目的とした三次予防（Tertiary 
Prevention）の三種類である（Caplan，1964）。
この枠組みを，高校中退予防介入サイクル（小栗，
2014）を参考に大学の教育現場にあてはめ考え
たも場合，以下のとおりになると考えられる：

①  一次予防（一般型）：すべての学生を対象と
した介入であり、学習や対人関係スキルに
関する授業やガイダンス。

②  二次予防（選別型）：欠席や問題行動といっ
た中退の兆候は示していないものの、個別
相談やアンケート調査などにおいて高リス
ク群と判断された学生に対しての個別の支
援や日常生活の配慮。

③  三次予防（特定型）：中退には至っていない
ものの休学や不登校、いじめ、障害、非行
など、中退に至る兆候を示している学生に
対して行う個別支援。

本研究の目的
これまで検討してきたリスク要因および予防要

因を多層的に捉えるために，本研究では，大学生
の中退意図に関するリスク・予防要因の検証を行
う（Coie et al，1993; Hawkins et al，1992)。

ここで学生・環境統合モデル（Tinto, 1975）
を含めた中退理論においては帰結として離学（中
退）2があるが，その離学を把握・測定するのは，
倫理上あるいはデータの入手・利用可能性の観点
から困難であることが多い。そのため本研究では，
離学についての近似指標として「中退意図」を設
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定し分析を行うことにする。しかし中退意図に関
しても，日本の大学のコンテクストに沿ったかた
ちで，直接的に把握する測定尺度が存在しなかっ
た。そこで白鳥（2020）および関連論文を参考に，
先行研究で開発された中退意図尺度（葛本・安田，
2023）を用いた測定を行っていく。

また本研究では，大学生の日常生活の質，即ち
ウェルビーイングにも着目し，中退意図との比較・
検討も行う。具体的には，中退意図のリスク・予
防要因が大学生の人生満足度にどのような影響を
及ぼすかも合わせて分析する。

方法　

調査データ
本研究における調査データは，2023年 10月に

都内の X 大学（社会文科系四年制大学）の 1，2
年生を対象に行った質問紙調査に基づくものであ
る。調査は授業開始前に実施された。有効回答は
125名（男性 101名、女性 21名、その他 3名）であっ
た。回答者の構成は、男性 101名（81％）、女性
21名（17％）、その他 3名であった。学年は、1
年生 41名（33％），2年生 84名（67％）であった。

調査内容
中退意図：大学生の離学に関しては、葛本・安

田（2023）によって作成された「中退意図尺度」
を用いた。中退意図尺度は 15項目（1因子構造）
によって構成されており（例：「大学をしばらく
休みたい場合は、辞めるのも選択肢としてあり
だ」）、回答者は「とてもそう思う（5）」から「全
くそう思わない（1）」の 5件法で回答が求められ
た。本尺度の信頼性については、クロンバックα
係数が .85であった。

人生満足度：The Satisfaction with Life Scale 
(SWLS：Diener, Emmons, Larsen, & Griffin, 
1985) の日本語版である「人生満足度尺度」（大石，
2009）を用いた。人生満足度尺度は計 5項目か
ら構成されており（例：「ほとんどの面で，私の
人生は私の理想に近い」）、「非常によく当てはま

る（7）」から「全く当てはまらない（1）」の 7件
法で回答が求められた。本尺度のクロンバックα
係数は .86であり，高い信頼性が得られた。

学費負担：家庭の経済的理由により大学を辞め
ざるを得ない状況が考えられるため、「学費の負
担は誰がしていますか」について「自分」「親」「祖
父母」「奨学金を借りている」「その他（記述式）」
から選択された（選択 =1; 非選択 =0）。

日常生活不安：藤井（1998）の大学生活不安
尺度より日常生活不安因子の上位 3項目を抽出し

（例：「大学で人が自分のことをどう思っているの
か、気になる」）、「はい（１）」「いいえ（2）」の
2件法で回答が求められた。本尺度の信頼性につ
いては、クロンバックα係数が .68であった。

成績評価への不安：藤井（1998）の大学生活
不安尺度より評価不安因子の上位 3項目を抽出し

（例：「授業中に何かをしなければならないとき、
へまをするのではないかと不安になることがあ
る」）、「はい（1）」「いいえ（2）」の 2件法で回答
が求められた。本尺度のクロンバックα係数は.72
であった。

高校欠席頻度： 高校時に欠席が多く、大学に
入学してからもその習慣が抜けていないことも考
えられるため、「高校の授業を休みがちだった。（欠
席が多かった。）」という質問項目が作成され「ほ
とんど休まなかった（5）」から「とても休みがち
だった（1）」の 5件法で回答が求められた。

大学不本意入学：不本意入学が中退意図を高
めている可能性が考えられるため、「X 大学に入
学したことは不本意だった（他に行きたい大学が
あった）」について、「全く不本意ではなかった（5）」
から「とても不本意だった（1）」の 5件法で回答
が求められた。本項目は逆転項目として数値処理
したため，高得点であればあるほど不本意入学で
あったことを示している。

アルバイト頻度：「アルバイトはどのくらいし
ていますか」について「1回／週」「2回／週」「3
回／週」「4回／週」「5回／週」「6回／週」「ほぼ
毎日」「1～ 3回／月」「していない」「その他（記
述式）」からの回答が求められ，アルバイトの回数・
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日数に関する情報が収集された。
就学意欲：中村・松田・薊（2016）の大学へ

の帰属意識の尺度より就学意欲因子の上位 3項目
を抽出し（例：「大学で学ぶことによって、自分
の学力をさらに向上させたい」），「よくあてはま
る（6）」から「全く当てはまらない（1）」の 6件
法で回答が求められた。クロンバックα係数は.90
であった。

問題解決志向：平野（2010）の二次元レジリ
エンス要因尺度より問題解決志向因子の 3項目に
ついて（例：「人と誤解が生じたときには積極的
に話をしようとする」）、「よくあてはまる（5）」「全
くあてはまらない（1）」の 5件法で回答が求めら
れた。クロンバックα係数は .83であった。

自己理解：平野（2010）の二次元レジリエン
ス要因尺度より自己理解因子の 3項目について

（例：「自分の性格についてよく理解している」）、
「よくあてはまる（5）」「全くあてはまらない（1）」
の 5件法で回答が求められた。クロンバックα係
数が .44であった。

大学への愛着：中村・松田・薊（2016）の大
学への帰属意識の尺度より愛着因子の因子負荷量
の上位 3項目について（例：X 大学を気に入って
いる）、「よくあてはまる（6）」から「全く当ては
まらない（1）」の 6件法での回答が求められた（ク
ロンバックα係数 = .89）

大学への同一化：中村・松田・薊（2016）の
大学への帰属意識の尺度より同一視・内在化因子
の因子負荷量の上位 3項目について（例：X 大学
の悪口を聞くと，心穏やかではいられない），「よ
くあてはまる（6）」から「全く当てはまらない（1）」
での 6件法で回答が求められた。クロンバックα
係数は .86であった。

大学満足：中村・松田・薊（2016）の大学へ
の帰属意識の尺度より大学満足因子の因子負荷量

3 片受・大貫（2014）は，日本における若者の自殺が増加傾向にあることや、自殺に至らないまでも，大学生の日常生活にお
いて精神的 ・ 身体的健康への懸念が考えられることから大学生用ソーシャルサポート尺度を開発した。ここでソーシャルサ
ポートとは即ち，サポートは周囲からの支持的 ・ 援助的な行動と捉えることができ，特定個人が特定の時点で他者との関係
性を通して得られる有形 ／無形の諸種の援助（南・稲葉・浦，1987）のことを意味するとされ，これをもとに尺度開発が行
われた（片受・大貫，2014）。本尺度は「評価的サポート」「情報・道具的サポート」「情緒的サポート」の 3 因子で構
成されるが，大学としての社会的サポートを考えるうえで特に「評価的サポート」と「情報・道具的サポート」に着目し，そ
れらが中退意図の予防要因になり得るかが検討された。

の上位 3項目について（例：大学生活に満足して
いる），「よくあてはまる（6）」から「全く当ては
まらない（1）」での 6件法で回答が求められた。
クロンバックα係数が .86であった。

評価的サポート：片受・大貫（2014）の評価
的サポート尺度 3から因子負荷量の上位 3項目に
おける自分が過去に受けた他者からのサポートに
ついて（例：あなたの成果に感謝してくれる），「非
常にあてはまる（5）」から「全く当てはまらない

（1）」の 5件法で回答を求められた。クロンバッ
クα係数は .88であった。

情報・道具的サポート：片受・大貫（2014）
の情報・道具的サポート尺度から因子負荷量上位
3項目について（例：問題解決方法についてアド
バイスをしてくれる），「非常にあてはまる（5）」
から「全く当てはまらない（1）」の 5件法で回答
が求められた。クロンバックα係数は .91であっ
た。

結果　

性差および学年差に関する分析
中退意図へのリスク・予防要因に関する性差

および学年差を検討した（表 1参照）。その結
果，成績評価への不安（リスク要因）についての
み，男性（M=1.48，SD=0.38）が女性（M=1.31, 
SD=0.38) より高く，その差に有意傾向が認めら
れた（t=-1.75, p=.082)。一方，その他は，リスク・
予防要因ともに，性差は認められなかった。

学年差については，まずリスク要因である学費
の自己負担の割合が，1年生（M=0.05, SD=0.21)
より 2年生（M=0.18，SD=0.38）のほうが高かっ
た（t=-2.00, p<.05)。奨学金利用に関しても，2
年生（M=0.30, SD=0.46) より 1年生（M=0.46，
SD=0.50）の割合が高かった（t=-1.83, p=.069)。
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さらなるリスク要因について，日常生活不安は 1
年生（M=1.36, SD=0.37) より 2年生（M=1.58，
SD=0.37；t=-3.07, p<.01），同様に，アルバイト
頻度についても 1年生（M=2.18, SD=1.79）より
2年生（M=3.03, SD=1.50；；t=-2.71, p<.01）の
ほうが有意に高かった。

また予防要因に関する学年差も認められ，具

体的には，次の 2つの要因の平均値はすべて 2
年生より 1年生のほうが高かった：大学への愛
着（1年生：M=3.46; SD=1.26; 2年生：M=3.01; 
SD=1.21; t=1.90, p<.10）, 大学満足（1年生：
M=3.65; SD=1.19; 2年 生：M=3.25; SD=1.16; 
t=1.79, p<.10）。

相関係数の算出
相関係数を算出したところ（表 2参照），大

学生の中退意図と「大学満足」にはマイナスの
相関があった（r=-.20, p<.05）。さらに「就学意
欲」についてもマイナスの相関があった（r=-.25，
p<.05）。これにより「大学満足」と「就学意欲」
が高ければ高いほど、中退意図は低くなることが
示された。一方，「アルバイト回数」に関しては

プラスの相関であったことより（r=.32，p<.05）、
アルバイト回数が多いほど中退意図が高くなるこ
とが示された。

表 1.  リスク・予防要因の性差と学年差
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表 リスク・予防要因の性差と学年

ｔ値 両側ｐ値 ｔ値 両側ｐ値
リスク要因

学費負担：自分

親

祖父母

奨学金

日常生活不安

成績評価への不安

高校欠席頻度

大学不本意入学

アルバイト頻度

予防要因

就学意欲

問題解決志向

自己理解

大学への愛着

大学への同一化

大学満足

評価的サポート

情報・道具的サポート

***p<.01 **p<.05 *p<.10  N =125

性差 学年差

リスク要因
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中退意図とリスク・予防要因の関連性
次に中退意図を目的変数，属性およびリスク・

予防要因を説明変数とした重回帰分析を行ったと
ころ，表 3のとおりの結果となった。

STEP1におけるリスク要因の検討では，経済
的負担，即ち，誰が学費を負担しているか，が

「親」であった場合のみに有意傾向が認められ（β 
= -.231，p =.078），その他の「自分」「祖父母」

「奨学金」であった場合には有意傾向は認められ
なかった。次に STEP2において「日常生活不安」

「成績評価への不安」「高校欠席頻度」「大学不本
意入学」「アルバイト回数」がモデルに投入され
たところ，「日常生活不安」が有意（β =-.236，
p<.05）であり、「高校欠席頻度」についても有意
傾向（β =.171，p ＝ .075）が認められた。また「ア
ルバイト回数」についても、統計的有意性が認め
られた（β =.384，p<.01）。

さらに STEP3に予防要因である「就学意欲」「問
題解決志向」「自己理解」「大学への愛着」「大学
への同一化」「大学満足」「評価的サポート」「情報・
道具的サポート」を投入したところ，「就学意欲」

（β =-.240，p<.05）「問題解決志向」（β =.274，
p<.05）「評価的サポート」（β =-.306，p<.05）
が有意な規定因となっていた。またここでは，「日
常生活不安」が有意傾向（β =-.208，p ＝ .090），
加えて「成績評価への不安」も有意なリスク要因
となっていた（β =.249，p<.05）。「アルバイト
回数」が有意な規定因であることも示された（β
=.378，p<.01）。中退意図のリスク要因モデルで
ある STEP2の説明率が 24.6%，リスク・予防要

因モデルである STEP3の説明率が 35.5% であっ
たことにより，予防要因の投入による説明率の増
加は 10.9% となっていた。

人生満足度とリスク・予防要因の関連性
人生満足度におけるリスク・予防要因について

の重回帰分析を行ったところ（表 3参照），属性
等からなる STEP1において統計的に有意な規定
因は認められなかった。その一方で，STEP2と
STEP3において有意なリスク・予防要因が認め
られた。

まず STEP2のリスク要因については，「成績評
価への不安」（β＝ .337，p<.01），「大学不本意入学」

（β =-.502，p<.01）が人生満足度の有意な規定
因となっていた。STEP3における予防要因の検
討では，「大学満足」（β =.274，p=.061）および「評
価的サポート」（β =.249，p<.05）が人生満足度
の規定因となっていた。さら STEP3においてす
べてのリスク・予防要因をモデルに投入したとこ
ろ，「成績評価への不安」（β =.227，p<.05）お
よび「大学不本意入学」（β =-.336，p<.01）の
2つのリスク要因が継続的に人生満足度を規定し
ていたと同時に，「大学満足」（β =.274，p<.10）
および「評価的サポート」（β =.249，p<.05）が
予防要因として人生満足度を規定していた。人生
満足度を目的変数とした重回帰分析モデルにおけ
る STEP2の説明率が 31.3%，STEP3の説明率が
53% であったことにより，両ステップにおける
説明率の増加は 21.7% となっていた。
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表 3.  中退意図と人生満足度の規定因に関する重回帰分析
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考察

本研究の目的は，大学中退に関するリスク・予
防要因を検討することであった。そのために，先
行研究におけるリスク・予防要因をレビューした
うえで，中退意図との関連性を分析した。同時に，
大学生の主観的ウェルビーイングとの関連性の検
討も行った。

リスク要因
アルバイト回数：一般に，大学生活における学

業以外の活動のなかで，アルバイトが占める割合
は高い。そのため，週にどのくらいの回数をアル
バイトに費やしているのか（アルバイト回数）を
調査し，中退意図との関連性を検討した。

その結果，アルバイト回数が多ければ多いほど
中退意図が高まっていた。過度なアルバイトが中
退のリスク要因になり得ることが考えられる。一
方，アルバイト回数と人生満足度には関連性が認
められなかった。アルバイトの回数が多くなるこ
とで中退意図が高まる一方で，人生満足度は損な
われていないことは，例えば，大学生にとってア
ルバイトが単にお金を稼ぐ手段ではなく，アルバ
イト先が自己と社会をつなぐ接点として，人生の
本質的な目的でもある “ 働くことを通して誰かの
役に立つ ” という充実感や達成感を得る機会を提
供していることを意味しているとも捉えられる。
そして働く意欲と就学意欲とが天秤にかけられ，
アルバイトのほうに意義や価値がより多く見出さ
れた結果，アルバイトに専念し大学を中退すると
いう選択肢につながってしまう可能性も否定でき
ない。

以上を踏まえると，学生やその保護者には，ア
ルバイトの頻度が高くなりすぎると，場合によっ
ては就学意欲の低下を招き，それが中退にまで及
んでしまう危険（リスク）があることを説明する
ことが有効であると言える。

4　 エリクソン（Erikson.E.H）は、8つの発達段階を提唱し、青年期（13 ～ 19 歳）をアイデンティティ形成期とした。
この青年期において、おとなとしての社会的役割や責任、性的選択が一時的に猶予され、「自由な役割実験を通
して、社会のある特定の場所に適所を見つける」（Erikson，1959/2011）ことが可能となることを「心理・社会
的なモラトリアム」と示す（発達心理学事典，2013）

日常生活不安：日常生活不安に関する分析では，
大学生活全般の不安要因，即ち，日常生活不安が
多少あることによって，むしろ中退意図が下がる
という予想外の結果が示された。よって適度な日
常生活不安は，中退意図のリスク要因ではなく逆
に，予防要因としてその効果が期待できるとも考
えられる。

大学生という時期はエリクソンの発達段階に
おける青年期終盤に位置づけられるものの 4，現代
の大学生は “ 青年期のモラトリアム的延長 ” があ
るため，自我同一性（アイデンティティ）が確立
できず精神的に未熟な学生も多いため，不安や
悩みを自分で解決していくべきという考え方は
通用しなくなってきているとされている（藤井，
1998）。不安が強くなりすぎると大学不適応に陥
り留年や退学にまで発展してしまうが，その一方
で，大学生活において不安が全くないよりも，多
少はあったほうが良いことも示唆されている（藤
井，1998）。実際，質問項目における「他者がど
う思っているのか気になる」や「このままだと留
年してしまうかもしれない」などという不安がむ
しろ良い緊張感を生み出し，そうならないように，
という本人の意識や動機づけの強化につながった
のかもしれない。

これらを踏まえると，大学生の日常生活不安は，
もしそれが卒業目標につながる適度な緊張感に結
びつくのであれば，逆に達成意欲を高め中退意図
の予防につながるとも考えられる。

高校欠席頻度：高校欠席頻度は、大学入学前
の生活態度がわかる指標として収集した項目であ
る。本調査データにおける大学 1年生は，高校入
学時にコロナ禍に入ったため，学校生活が思うよ
うに送れなかった学年である。コロナ禍における
学校生活は，オンラインやオンデマンドによる授
業が多く，少し登校できるようになっても，感染
拡大の危険性が高まると即休校になるという状況
が繰り返されていた。そのようななか休み癖がつ
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き，大学生になっても引き続き休みがちな生活を
送ってしまうという状況に陥ってしまう可能性が
ある。本分析結果において高校欠席頻度と中退意
図との関連に有意傾向が示されていたことより，
大学では，入学前の高校欠席頻度の高かった学生
に対して，中退予防としての何らかの対応ができ
るようにしていくことが望ましいと言えよう。

予防要因
就学意欲：就学意欲が低いことが中退につな

がってしまうことはかねてから指摘されているが
（例：Tinto，1975），本研究では，就学意欲を大
学への帰属意識の一要因として捉え中退意図との
関連性が分析された。その結果，就学意欲と中退
意図にはマイナスの関連性が認められた。一方，
同じ帰属意識の変数である大学への愛着，同一化，
大学満足に関しては関連性が認められなかった。
これらを踏まえると，大学でのオリエンテーショ
ンやガイダンス，さらには学科選択やゼミ選択な
どにおいても，学生たちの意欲や学びの向上につ
なげられるような働きかけを強化していくことが
重要と考えられる。

問題解決志向：問題解決志向は，レジリエンス
尺度における獲得的レジリエンス要因として設定
されたものである。平野（2010）はこの問題解
決志向を．状況を改善するために，問題を積極的
に解決しようとする意志をもち，解決方法を学ぼ
うとする力と捉えている。本分析結果では、問題
解決志向が高まると中退意図も高まるといういわ
ば逆説的な結果が得られたが，これは例えば．う
まくいかない大学生活を自分自身で問題視し，そ
れを解決するための手段として中途退学の道を選
ぶという行動と捉えることも出来よう。しかし，
短絡的な決断に基づいてこのような選択をしてし
まうことは避けられるべきことでもある。「解決
方法を学ぼうとする力」を育てるには，他者の関
わりが必要であるとされるため（平野，2010），
大学の教職員は，学生たちの信頼できる他者とな
り得る存在として，中退以外の選択肢も提示でき
る支援的なかかわりが求められると言える。

評価的サポート：評価的サポートは「中退意図」
「人生満足度」との関連性が認められた。評価的
サポートを享受することは，改善意識や創意工夫
などを始めとする生産性向上の行動に寄与する可
能性がある（片受・大貫，2014）。加えて，評価
的サポートを多く受けている者は，援助要請スキ
ルが高いことも指摘されている。評価的サポート
を受けることが，前述における信頼できる他者か
ら問題解決の方法を学ぼうとする行動の源泉にな
り得ることが考えられる。一方、「情報・道具的
サポート」については「中退意図」「人生満足度」
との関連性は認められなかった。

以上を踏まえると，教職員が直接的に指導する
ような学生への関わりは，中退予防の観点からは，
効果的ではないと考えらえる。たとえ答えを提示
されたり，説得されたりしても，それが学生の納
得につながるとは必ずしも言えない。また情報の
提供といった「情報・道具的サポート」が中退意
図と関連していなかったことも踏まえると，中退
予防の特に初期段階に関しては，学生自身の存在
自体や強みや長所を認める（評価する）といった
肯定的配慮やかかわりが必要であると言える。

予防的介入へのインプリケーション
本分析の結果に基づく中退予防のあり方につ

いて，前述の予防介入サイクルに沿って考察して
いく。まず，一次予防（一般型）としては，入学
直後などに実施される入学生全員に対して行うオ
リエンテーションや履修登録ガイダンスにおい
て，学業や日常生活不安への対応策を伝えておく
ことが考えられる。例えば，少人数クラスに担当
教員とスチューデントアシスタント（SA）など
が就く構成で運営されるゼミ形式の授業の活用を
積極的に促していくことは有効である。学生がゼ
ミなどにおける社会的・学問的な活動から得られ
る成果を実際に感じとることが，大学へのコミッ
トメントを高め，それが中退確率を下げるとされ
ている（Spady，1971）。さらに学生と教職員と
の交流も大学へのコミットメントを高めるのに有
効であり，なかでも，学生が成績向上を目指す場
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面における教職員との相互作用は，特にその効果
が期待できるとされている（Spady，1971）。大
学において学び合う仲間や信頼できる他者の存在
が重要であることの認識を高めるためにも，初年
次のゼミなどでの教員や学生同士の交流，その他
にも学内のアクティブ・ラーニング・プログラム

（フィールドワークなど）への参加を促すことが，
結果的に中退予防につながると考えられる。

さらに，学生を支援する側が率先して，新たな
ピアグループなどの形成に関わり交流を活性化さ
せることで，就学意欲を高める働きかけも有効で
あると言える。学生支援を利用する学生たちをつ
なげてピアグループ活動に発展させたり，高学年
の学生に先輩としての役割を与え，後輩との交流
を促したりすることは，より良い大学生活を送る
うえでその効果が期待できそうである。また、本
分析でも明らかになっているアルバイトの頻度に
よる大学生活への影響についても支援に活かす必
要があるだろう。大学 1年生は，春の履修登録が
終わる頃からアルバイト先を決定する傾向がみら
れるため，オリエンテーションなどの機会を利用
し，できるだけ早いタイミングで予防的な支援を
行うことが望ましいと言えよう。加えて，学生の
個人面談などの機会を活用して，大学生活におけ
る不安要因やアルバイトに関する状況を把握する
ことも中退予防における一次予防アプローチとし
て有効であろう。

次に，二次予防（選別型）としては，一次予
防介入においてリスク要因が認められた学生を対
象に個別支援を実施していくアプローチが考えら
れる。例えば，入学前の高校欠席頻度の高い学生
を把握したうえで，ゼミなどの授業時に，大学に
おける出欠状況を確認し，欠席が目立ち始めたタ
イミングにおいて早期に対応することが考えられ
る。また個別面談時（一次予防）に大学生活にお
ける不安感やアルバイト選びについての相談など
があった場合は，二次予防として，継続的に個別
支援をしていくことが望ましいだろう。この個別
支援には，評価的サポートをより専門性の高い支
援者として実践していくことが必要である。この

評価的サポートとは，傾聴の構成要素である「共
感的理解」「無条件の肯定的関心」「自己一致」を
踏まえた能動的な働きかけ（Rogers, C. R. 1961）
である。支援者は，大学の教職員という立場から
情報・道具的サポート，即ち，問題解決のための
答え（情報）の提供を行いがちであるが，そのよ
うなサポートは効果が表れにくいことが本分析に
おいても明らかになった。そのため，学生が自ら
の問題を自らで解決できる力を尊重する支援やエ
ンパワメントの観点に基づき，就学意欲を高めて
いくことが，自ずと中退予防につながると考えら
れる。

そして，すでに不登校傾向が認められた学生
や精神的理由などによる休学から復帰した学生に
対しては，三次予防（特別型）を活用した実践を
行っていくことが考えられる。その際，不登校の
理由や休学した背景が複雑であることが想定でき
るため，“ 点 ” として存在する当事者の学生を “ 面 ”
で支える家族や支援者がお互い連携して対応して
いく必要がある。具体的には，ゼミ担当教員，学
生相談などを行う支援者，保護者が連携し，大学
へのスムーズな復帰が目指されることが望まし
い。

本研究の限界点と今後の課題
本研究で用いた中退意図という概念は，中退に

対する意識であり，実際の中退率や実績ではない。
本来ならば，実際の中退データとの関連を分析す
ることが望ましいが，倫理上等の理由により，そ
のようなデータは入手不可能であった。中退意図
に関しては，例えば，「今までに中退しようかと
考えたことがあるか」というような，より直接的
に中退行動を測定できるような質問項目を加える
ことで，中退の近似指標としての妥当性を高めら
れるとも考えられる。また本研究は単一大学のみ
の調査であるため，データ分析の結果が他の文脈
において普遍化できるケースとそうでないケース
が考えられる。実際，大学のレベルや地域性など
も大学生の中途退学に影響することが考えられる
ため．広く継続的にデータ収集を行い中退に関す
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るリスク・予防要因を検討する必要があると言え
る。
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Examination of Dropout Intention among College 
Students based on Risk and Preventive Factor Model.

KUZUMOTO Sachie
YASUDA Tomoyuki

Confronting the school dropout crisis 
invites college students to manage numerous 
economic, social, and psychological problems. 
It is important to examine fundamental issues 
underlying school dropout, where if and/
or to what degree there exists negative and 
positive factors leading to school dropout. 
The main purpose of this study was to 
examine risk and preventive (protective) 
factors associated with Dropout Intention (DI) 
among college students. Data obtained from 
a total of 125 students (41 freshmen and 84 
sophomores) in medium-size college in Tokyo 

metropolitan area were analyzed. Evidence 
was found that, among others, work overload 
predicted DI negatively, such that spending 
many hours working as a part-time employee 
surely became a risk factor of the DI. Yet, 
perceived availability of social (evaluative) 
support among students was found to become 
a preventive factor of it. Those risk and 
preventive factors, taken together, might 
have been considered when developing a 
preventive program for college students who 
showed some risks of the DI.
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